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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第35期

中間連結会計期間
第36期

中間連結会計期間
第35期

会計期間
自2024年10月１日
至2025年３月31日

自2025年10月１日
至2026年３月31日

自2024年10月１日
至2025年９月30日

売上高 （百万円） 62,690 86,377 172,580

経常利益 （百万円） 4,477 5,222 7,372

親会社株主に帰属する中間（当

期）純利益
（百万円） 3,071 4,271 5,629

中間包括利益又は包括利益 （百万円） 3,072 4,322 5,709

純資産額 （百万円） 25,215 28,630 27,244

総資産額 （百万円） 69,362 89,976 74,467

１株当たり中間（当期）純利益 （円） 67.37 94.82 123.47

潜在株式調整後１株当たり中間

（当期）純利益
（円） 64.58 90.41 118.05

自己資本比率 （％） 36.4 31.7 36.4

営業活動によるキャッシュ・フ

ロー
（百万円） 1,885 7,413 1,135

投資活動によるキャッシュ・フ

ロー
（百万円） △2,590 32 △4,743

財務活動によるキャッシュ・フ

ロー
（百万円） 914 △5,410 3,134

現金及び現金同等物の中間期末

（期末）残高
（百万円） 3,601 4,995 2,939

（注）当社は中間連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載しておりま

せん。

 

２【事業の内容】

　当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な変更

はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当中間連結会計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前連結会計年度の有価証券報告書に記載し

た事業等のリスクについての重要な変更はありません。

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当中間連結会計期間の末日現在において判断したものであります。

 

(1）経営成績の状況

当中間連結会計期間（2025年10月１日～2026年３月31日）における国内経済は、雇用・所得環境が改善するなか、

各種政策の効果により景気は緩やかな回復傾向にある一方で、物価上昇の継続や金融資本市場の変動、海外経済の不

確実性の影響などにより、先行き不透明な状況が続いております。

このような経済環境のもと、国内IT市場においては、幅広い業種にわたり、各企業のデジタル変革（DX）に対する

投資意欲は引き続き旺盛で、生産性向上、競争力強化やコスト削減を目的としたIT投資需要が活況に推移しており、

今後ますます様々な分野でクラウド技術やクラウドサービスの活用が進んでいくことが期待されています。

MicrosoftやAWSといったクラウド製品を提供するハイパースケーラー企業の世界的な事業展開、生成AIの登場によ

り、IT市場はオンプレミス等のトラディショナルサービスから、デジタルテクノロジーサービス・ビジネスサービス

へと大幅にシフトしています。国内IT市場においてもクラウド市場の成長率は全体の成長率を大きく上回り成長を持

続しています。当社グループが中核としていたMicrosoftクラウド製品も、アプリケーション分野/インフラ分野にお

いてマーケットシェアの高い製品群を有しており、IaaS市場ではAWSと並ぶトップシェアとなっています。また、お

客様においては、Covid-19後のリモートワーク対応に端を発し、インフラを中心としたクラウドシフトが進んで参り

ました。生成AI登場後は、本格的なDX需要として情報システム領域だけでなく顧客特有のビジネスIT領域におけるク

ラウド活用・AI活用ニーズが増加しています。また、情報システム領域においても、サイロ化したクラウド環境の全

体最適化やサイバーセキュリティ対応が求められています。

これらの需要に対し、当社グループはマイクロソフトクラウドを中核にコミュニケーションインフラ領域に強みを

持つクラウドインテグレーターとして成長して参りました。今後は、マルチクラウド・セキュリティ対応を始めとし

たインフラ領域におけるモダナイゼーションに加え、お客様の中期的な経営課題に資するビジネスIT領域・AI領域・

グローバル領域における事業拡大を図り、クラウド時代におけるお客様のIT課題をワンストップで解決するクラウド

インテグレーターとしてさらなる成長を目指してまいります。

このような方針のもと、ビジネスIT領域においては、基幹業務システム導入を中心としたビジネスソリューション

の設計・開発・運用に特化したSureBizCloud株式会社を新たに立ち上げ、より専門性をもった顧客支援を進めており

ます。AI領域においては、法人営業専用AIエージェントとして「Sales AIgent」をリリースしたことに加え、大手PC

メーカーの製品に当社オリジナルのAI学習コンテンツを標準搭載するなど、ユーザーのAI利用定着化支援に取り組ん

でおります。グローバル領域においては、顧客企業の海外拠点を含めた包括的な運用支援や物販の提供など、グロー

バルでの包括支援ニーズに対応しております。

以上の結果、当中間連結会計期間の経営成績は、売上高は86,377百万円（前年同期比37.8％増）、営業利益は

5,224百万円（同15.9％増）、経常利益は5,222百万円（同16.6％増）、親会社株主に帰属する中間純利益は4,271百

万円（同39.1％増）となりました。

 

セグメント別の経営成績（売上高にはセグメント間の内部売上高又は振替高を除く）は次の通りであります。

 

（クラウドインテグレーション事業）

当中間連結会計期間は、大手既存顧客を中心に継続的なリレーションシップにより案件が拡大し、内製化支援に関

わる案件、生成AI活用の支援及びグローバル案件などの獲得が進んだ結果、売上高は15,976百万円（前年同期比

12.9％増）、セグメント利益は3,252百万円（同9.0％増）となりました。

 

（クラウドサービス事業）

当中間連結会計期間は、既存顧客のクラウド利活用推進に伴う案件の増加に加え、国内のみならずグローバルでの

運用支援ニーズの拡大により、売上高は11,733百万円（前年同期比10.4％増）、セグメント利益は2,113百万円（同

30.0％増）となりました。
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（ライセンス＆プロダクツ事業）

当中間連結会計期間は、顧客企業の継続的なクラウド利活用によりマイクロソフトライセンスの提供が安定的に推

移したことに加え、大手顧客のクラウド利活用推進における一時的な大口需要及び前期から継続している公共系案件

によって物販が大幅に伸長した結果、売上高は58,662百万円（前年同期比54.8％増）、セグメント利益は1,750百万

円（同17.0％増）となりました。

 

(2）財政状態の状況

（資産）

当中間連結会計期間末における流動資産は、前連結会計年度末と比べて15,966百万円増加し、55,283百万円と

なりました。これは主に、受取手形、売掛金及び契約資産が16,291百万円増加したことによるものであります。

固定資産は、前連結会計年度末と比べて457百万円減少し、34,693百万円となりました。これは主に、有形固定資

産が648百万円減少したことによるものであります。

この結果、総資産は前連結会計年度末と比べて15,508百万円増加し、89,976百万円となりました。

 

（負債）

当中間連結会計期間末における流動負債は、前連結会計年度末と比べて14,179百万円増加し、46,235百万円と

なりました。これは主に、買掛金が18,436百万円増加した一方で、短期借入金が2,300百万円減少したことによる

ものであります。固定負債は、前連結会計年度末と比べて56百万円減少し、15,110百万円となりました。これは

主に、長期借入金が161百万円減少したことによるものであります。

この結果、負債合計は前連結会計年度末と比べて14,123百万円増加し、61,345百万円となりました。

 

（純資産）

当中間連結会計期間末における純資産合計は、前連結会計年度末と比べて1,385百万円増加し、28,630百万円と

なりました。これは主に、利益剰余金が3,172百万円、自己株式が1,365百万円増加した一方で、資本剰余金が476

百万円減少したことによるものです。

この結果、自己資本比率は31.7％（前連結会計年度末は36.4％）となりました。

 

(3）当期のキャッシュ・フローの概況

現金及び現金同等物(以下「資金」という)の当中間連結会計期間末残高は、前連結会計年度末と比べて2,056百

万円増加し、4,995百万円となりました。

これは、営業活動、投資活動、財務活動によるキャッシュ・フローの合計が2,035百万円増加した上に、現金及

び現金同等物に係る換算差額により21百万円増加したことによるものです。

なお、当中間連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動による資金は、7,413百万円の増加（前年同期は1,885百万円の増加）となりました。

これは主に、仕入債務の増加額18,436百万円、税金等調整前中間純利益5,673百万円による増加があった一方

で、売上債権及び契約資産の増加額16,291百万円による減少があったことによるものであります。

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動による資金は、32百万円の増加（前年同期は2,590百万円の減少）となりました。

これは主に、有形及び無形固定資産の売却による収入1,164百万円による増加があった一方で、有形及び無形固

定資産の取得による支出1,012百万円による減少があったことによるものであります。

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動による資金は、5,410百万円の減少（前年同期は914百万円の増加）となりました。

これは主に、短期借入金の純減少額2,300百万円、自己株式の取得による支出2,021百万円、長期借入金の返済

による支出1,226百万円、配当金の支払額1,096百万円による減少があった一方で、長期借入れによる収入1,050百

万円による増加があったことによるものであります。
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(4）会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定

前連結会計年度の有価証券報告書に記載した「経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状

況の分析」中の会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定の記載について重要な変更はありません。

 

(5）経営方針・経営戦略等

当中間連結会計期間において、当社グループが定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更はありま

せん。

 

(6）優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

当中間連結会計期間において、当社グループが優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題について重要な変

更はありません。

 

(7）研究開発活動

当社グループでは、新規事業投資に係る費用の一部を研究開発費として計上しておりますが、金額が僅少のた

め、記載を省略しております。

 

３【重要な契約等】

該当事項はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 193,465,600

計 193,465,600

 

②【発行済株式】

種類
中間会計期間末現在発行
数（株）
（2026年３月31日）

提出日現在発行数（株）
（2026年５月13日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 48,366,400 48,366,400
東京証券取引所

プライム市場

完全議決権株式であ

り、権利内容に何ら

限定のない当社にお

ける標準となる株式

であり、単元株式数

は100株でありま

す。

計 48,366,400 48,366,400 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

　該当事項はありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金増
減額
（百万円）

資本準備金残
高（百万円）

2025年10月１日～

2026年３月31日
- 48,366,400 - 539 - 1,108
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（５）【大株主の状況】

  2026年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（株）

発行済株式（自己
株式を除く。）の
総数に対する所有
株式数の割合
（％）

株式会社ロマネ
東京都港区麻布台二丁目１番２号1001号

室
19,460,000 40.92

株式会社三菱総合研究所 東京都千代田区永田町二丁目10番３号 7,011,200 14.74

日本マスタートラスト信託銀行株式

会社（株式付与ＥＳＯＰ信託口）

東京都港区赤坂一丁目８番１号　赤坂イ

ンターシティＡＩＲ
2,200,000 4.63

日本ビジネスシステムズ社員持株会
東京都港区虎ノ門二丁目６番１号　虎ノ

門ヒルズステーションタワー20階
1,962,400 4.13

牧田　幸弘 東京都港区 1,020,000 2.14

日本マスタートラスト信託銀行株式

会社（信託口）

東京都港区赤坂一丁目８番１号　赤坂イ

ンターシティＡＩＲ
890,200 1.87

有限会社セブンレイヤーズ
東京都渋谷区神宮前二丁目34番５号307

号室
684,500 1.44

森屋　正樹 神奈川県川崎市川崎区 304,960 0.64

日本マスタートラスト信託銀行株式

会社（役員報酬ＢＩＰ信託口）

東京都港区赤坂一丁目８番１号　赤坂イ

ンターシティＡＩＲ
300,000 0.63

ＢＮＹＭ　ＳＡ／ＮＶ　ＦＯＲ　Ｂ

ＮＹＭ　ＦＯＲ　ＢＮＹ　ＧＣＭ　

ＣＬＩＥＮＴ　ＡＣＣＯＵＮＴＳ　

Ｍ　ＬＳＣＢ　ＲＤ

（常任代理人　株式会社三菱ＵＦＪ

銀行）

ＯＮＥ　ＣＨＵＲＣＨＩＬＬ　ＰＬＡＣ

Ｅ，　ＬＯＮＤＯＮ，　Ｅ１４　５Ｈ

Ｐ　ＵＮＩＴＥＤ　ＫＩＮＧＤＯＭ

（東京都千代田区丸の内一丁目４番５

号）

283,085 0.60

計 － 34,116,345 71.73

 

EDINET提出書類

日本ビジネスシステムズ株式会社(E37833)

半期報告書

 7/23



（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

    2026年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式（自己株式等）  － － －

議決権制限株式（その他）  － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 807,400 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 47,522,200 475,222

完全議決権株式であり、

権利内容に何ら限定のな

い当社における標準とな

る株式であり、単元株式

数は100株であります。

単元未満株式 普通株式 36,800 － －

発行済株式総数  48,366,400 － －

総株主の議決権  － 475,222 －

（注）「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式を35株含んでおります。

 

②【自己株式等】

    2026年３月31日現在

所有者の氏名又は
名称

所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

（自己保有株式）

日本ビジネスシス

テムズ㈱

東京都港区虎ノ門

二丁目６番１号虎

ノ門ヒルズステー

ションタワー

807,400 － 807,400 1.67

計 － 807,400 － 807,400 1.67

（注）単元未満株式35株は自己名義所有株式数に含んでおりません。

 

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．中間連結財務諸表の作成方法について

　当社の中間連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28

号。以下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　また、当社は金融商品取引法第24条の５第１項の表の第１号の上欄に掲げる会社に該当し、連結財務諸表規則第１

編及び第３編の規定により第１種中間連結財務諸表を作成しております。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、中間連結会計期間（2025年10月１日から2026年３月

31日まで）に係る中間連結財務諸表について、EY新日本有限責任監査法人による期中レビューを受けております。
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１【中間連結財務諸表】

（１）【中間連結貸借対照表】

  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
（2025年９月30日）

当中間連結会計期間
（2026年３月31日）

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 2,939 4,995

受取手形、売掛金及び契約資産 27,396 43,687

棚卸資産 ※２ 609 ※２ 1,040

その他 8,583 5,755

貸倒引当金 △212 △197

流動資産合計 39,316 55,283

固定資産   

有形固定資産   

建物（純額） 14,189 13,473

土地 12,506 12,068

その他（純額） 1,392 1,898

有形固定資産合計 28,088 27,440

無形固定資産   

その他 260 239

無形固定資産合計 260 239

投資その他の資産   

その他 6,802 7,020

貸倒引当金 △0 △6

投資その他の資産合計 6,801 7,013

固定資産合計 35,150 34,693

資産合計 74,467 89,976
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  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
（2025年９月30日）

当中間連結会計期間
（2026年３月31日）

負債の部   

流動負債   

買掛金 9,030 27,467

短期借入金 8,800 6,500

１年内返済予定の長期借入金 2,332 2,317

未払法人税等 1,299 1,588

賞与引当金 1,994 2,136

株主優待引当金 41 42

受注損失引当金 346 92

その他 8,212 6,090

流動負債合計 32,056 46,235

固定負債   

長期借入金 12,553 12,392

役員退職慰労引当金 416 430

修繕引当金 272 314

株式報酬引当金 － 52

資産除去債務 1,867 1,876

その他 56 44

固定負債合計 15,166 15,110

負債合計 47,222 61,345

純資産の部   

株主資本   

資本金 539 539

資本剰余金 11,879 11,403

利益剰余金 17,863 21,035

自己株式 △3,464 △4,829

自己株式申込証拠金 － 4

株主資本合計 26,818 28,152

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 318 345

その他の包括利益累計額合計 318 345

新株予約権 0 0

非支配株主持分 107 131

純資産合計 27,244 28,630

負債純資産合計 74,467 89,976
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（２）【中間連結損益計算書及び中間連結包括利益計算書】

【中間連結損益計算書】

  （単位：百万円）

 
前中間連結会計期間
（自2024年10月１日
至2025年３月31日）

当中間連結会計期間
（自2025年10月１日
至2026年３月31日）

売上高 62,690 86,377

売上原価 53,342 75,527

売上総利益 9,348 10,849

販売費及び一般管理費 ※ 4,841 ※ 5,625

営業利益 4,507 5,224

営業外収益   

持分法による投資利益 3 67

為替差益 23 54

その他 74 51

営業外収益合計 101 173

営業外費用   

支払利息 72 117

支払手数料 7 39

その他 50 19

営業外費用合計 130 175

経常利益 4,477 5,222

特別利益   

固定資産売却益 － 452

新株予約権戻入益 0 －

特別利益合計 0 452

特別損失   

固定資産除却損 3 0

その他 0 －

特別損失合計 3 0

税金等調整前中間純利益 4,474 5,673

法人税等 1,402 1,378

中間純利益 3,071 4,295

非支配株主に帰属する中間純利益 － 23

親会社株主に帰属する中間純利益 3,071 4,271
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【中間連結包括利益計算書】

  （単位：百万円）

 
前中間連結会計期間
（自2024年10月１日
至2025年３月31日）

当中間連結会計期間
（自2025年10月１日
至2026年３月31日）

中間純利益 3,071 4,295

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 0 27

その他の包括利益合計 0 27

中間包括利益 3,072 4,322

（内訳）   

親会社株主に係る中間包括利益 3,072 4,298

非支配株主に係る中間包括利益 － 23
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（３）【中間連結キャッシュ・フロー計算書】

  （単位：百万円）

 
前中間連結会計期間
（自2024年10月１日
至2025年３月31日）

当中間連結会計期間
（自2025年10月１日
至2026年３月31日）

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前中間純利益 4,474 5,673

減価償却費 562 570

受注損失引当金の増減額（△は減少） 84 △254

受取利息及び受取配当金 △7 △9

支払利息 72 117

持分法による投資損益（△は益） △3 △67

為替差損益（△は益） △43 △65

有形及び無形固定資産売却損益（△は益） 3 △451

売上債権及び契約資産の増減額（△は増加） △8,158 △16,291

棚卸資産の増減額（△は増加） △45 △431

前渡金の増減額（△は増加） 1,811 2,704

前払費用の増減額（△は増加） 517 309

未収入金の増減額（△は増加） △135 △239

仕入債務の増減額（△は減少） 3,748 18,436

未払金の増減額（△は減少） △69 113

契約負債の増減額（△は減少） △484 △842

未払消費税等の増減額（△は減少） 911 △960

その他 53 265

小計 3,288 8,577

利息及び配当金の受取額 7 27

利息の支払額 △75 △120

法人税等の支払額 △1,348 △1,076

その他 12 5

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,885 7,413

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形及び無形固定資産の取得による支出 △2,393 △1,012

有形及び無形固定資産の売却による収入 － 1,164

投資有価証券の取得による支出 △206 △95

投資有価証券の売却による収入 45 24

敷金及び保証金の差入による支出 △73 △9

敷金及び保証金の回収による収入 － 8

短期貸付金の純増減額（△は増加） 33 △4

その他 3 △43

投資活動によるキャッシュ・フロー △2,590 32

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） 2,601 △2,300

長期借入れによる収入 － 1,050

長期借入金の返済による支出 △1,094 △1,226

配当金の支払額 △592 △1,096

自己株式の取得による支出 － △2,021

自己株式の処分による収入 0 179

その他 － 4

財務活動によるキャッシュ・フロー 914 △5,410

現金及び現金同等物に係る換算差額 25 21

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 235 2,056

現金及び現金同等物の期首残高 3,366 2,939

現金及び現金同等物の中間期末残高 ※ 3,601 ※ 4,995
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【注記事項】

（中間連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

（税金費用の計算）

税金費用については、当中間連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後

の実効税率を合理的に見積り、税引前中間純利益に当該見積実効税率を乗じて計算する方法を採用しておりま

す。ただし、当該見積実効税率を用いて税金費用を計算すると著しく合理性を欠く結果となる場合には、法定実

効税率を使用する方法によっております。

 

（中間連結貸借対照表関係）

１　偶発債務

 
前連結会計年度

（2025年９月30日）
当中間連結会計期間
（2026年３月31日）

債権流動化に伴う偶発債務 1,906百万円 －百万円

 

※２　棚卸資産

 
前連結会計年度

（2025年９月30日）
当中間連結会計期間
（2026年３月31日）

商品 586百万円 1,022百万円

仕掛品 18 15

貯蔵品 3 3

 

（中間連結損益計算書関係）

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
前中間連結会計期間

（自　2024年10月１日
至　2025年３月31日）

当中間連結会計期間
（自　2025年10月１日
至　2026年３月31日）

給与手当 1,585百万円 1,826百万円

賞与引当金繰入額 482 551

退職給付費用 64 71

株主優待引当金繰入額 － 42

株式報酬引当金繰入額 － 30

役員退職慰労引当金繰入額 20 20

修繕引当金繰入額 8 10

 

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※ 現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は次のとおり

であります。

 
前中間連結会計期間
（自　2024年10月１日
至　2025年３月31日）

当中間連結会計期間
（自　2025年10月１日
至　2026年３月31日）

現金及び預金勘定 3,601百万円 4,995百万円

預入期間が３か月を超える定期預金 － －

現金及び現金同等物 3,601 4,995
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（株主資本等関係）

Ⅰ　前中間連結会計期間（自　2024年10月１日　至　2025年３月31日）

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2024年12月20日

定時株主総会
普通株式 592 13 2024年９月30日 2024年12月23日 利益剰余金

 

２．基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間の末日後となる

もの

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2025年５月13日

取締役会
普通株式 775 17 2025年３月31日 2025年６月16日 利益剰余金

 

３．株主資本の金額の著しい変動

該当事項はありません。

 

Ⅱ　当中間連結会計期間（自　2025年10月１日　至　2026年３月31日）

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2025年12月18日

定時株主総会
普通株式 1,099 23 2025年９月30日 2025年12月19日 利益剰余金

 

２．基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間の末日後となる

もの

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2026年５月12日

取締役会
普通株式 1,046 22 2026年３月31日 2026年６月15日 利益剰余金

 

３．株主資本の金額の著しい変動

該当事項はありません。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前中間連結会計期間（自　2024年10月１日　至　2025年３月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

      （単位：百万円）

 報告セグメント

その他
（注）１

調整額
（注）２

中間連結
損益計算書
計上額
（注）３

 
クラウド
インテグ
レーション

クラウド
サービス

ライセンス
＆プロダク
ツ

計

売上高        

外部顧客への売上高 14,151 10,629 37,903 62,684 5 － 62,690

セグメント間の内部売

上高又は振替高
11 － 18 29 － △29 －

計 14,162 10,629 37,921 62,713 5 △29 62,690

セグメント利益 2,982 1,625 1,497 6,105 3 △1,601 4,507

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれていない事業セグメントであり、不動産賃貸等を含んでおりま

す。

２．セグメント利益の調整額△1,601百万円には、各報告セグメントに配分していない全社費用△1,612百万円、セ

グメント間取引消去11百万円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費

であります。

３．セグメント利益は、中間連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。

 

Ⅱ　当中間連結会計期間（自　2025年10月１日　至　2026年３月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

      （単位：百万円）

 報告セグメント

その他
（注）１

調整額
（注）２

中間連結
損益計算書
計上額
（注）３

 
クラウド
インテグ
レーション

クラウド
サービス

ライセンス
＆プロダク
ツ

計

売上高        

外部顧客への売上高 15,976 11,733 58,662 86,372 4 － 86,377

セグメント間の内部売

上高又は振替高
81 － 26 107 － △107 －

計 16,057 11,733 58,688 86,480 4 △107 86,377

セグメント利益 3,252 2,113 1,750 7,116 1 △1,893 5,224

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれていない事業セグメントであり、不動産賃貸等を含んでおりま

す。

２．セグメント利益の調整額△1,893百万円には、各報告セグメントに配分していない全社費用△1,983百万円、セ

グメント間取引消去90百万円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費

であります。

３．セグメント利益は、中間連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。
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（収益認識関係）

顧客との契約から生じる収益を分解した情報

前中間連結会計期間（自　2024年10月１日　至　2025年３月31日）

（単位：百万円）

 報告セグメント

その他
（注）

計
 

クラウドイ

ンテグレー

ション

クラウド

サービス

ライセン

ス＆プロダ

クツ

売上高      

一時点で移転される財又はサービス 379 142 35,141 － 35,662

一定の期間にわたり移転される財又はサービス 13,772 10,487 2,762 － 27,022

顧客との契約から生じる収益 14,151 10,629 37,903 － 62,684

その他の収益 － － － 5 5

外部顧客への売上高 14,151 10,629 37,903 5 62,690

（注）「その他」の区分は、報告セグメントに含まれていない事業セグメントであり、不動産賃貸等を含んでおり

ます。

 

当中間連結会計期間（自　2025年10月１日　至　2026年３月31日）

（単位：百万円）

 報告セグメント

その他
（注）

計
 

クラウドイ

ンテグレー

ション

クラウド

サービス

ライセン

ス＆プロダ

クツ

売上高      

一時点で移転される財又はサービス 407 131 55,342 － 55,881

一定の期間にわたり移転される財又はサービス 15,569 11,601 3,319 － 30,490

顧客との契約から生じる収益 15,976 11,733 58,662 － 86,372

その他の収益 － － － 4 4

外部顧客への売上高 15,976 11,733 58,662 4 86,377

（注）「その他」の区分は、報告セグメントに含まれていない事業セグメントであり、不動産賃貸等を含んでおり

ます。
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（１株当たり情報）

１株当たり中間純利益及び算定上の基礎、潜在株式調整後１株当たり中間純利益及び算定上の基礎は、以下のと

おりであります。

 
前中間連結会計期間
（自2024年10月１日
至2025年３月31日）

当中間連結会計期間
（自2025年10月１日
至2026年３月31日）

（１）１株当たり中間純利益 67円37銭 94円82銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する中間純利益（百万円） 3,071 4,271

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する中間純利益

（百万円）
3,071 4,271

普通株式の期中平均株式数（株） 45,592,452 45,046,282

（２）潜在株式調整後１株当たり中間純利益 64円58銭 90円41銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する中間純利益調整額（百万

円）
－ －

普通株式増加数（株） 1,967,367 2,197,926

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株

当たり中間純利益の算定に含めなかった潜在株式

で、前連結会計年度末から重要な変動があったも

のの概要

－ －

 

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。
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２【その他】

（剰余金の配当）

2026年５月12日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。

１．中間配当による配当金の総額　　　　　　　1,046百万円

２．１株当たりの金額　　　　　　　　　　　　　 22円00銭

３．支払請求の効力発生日及び支払開始日 　2026年６月15日

（注）2026年３月31日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行います。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の中間連結財務諸表に対する期中レビュー報告書  

 

２０２６年５月１３日

日本ビジネスシステムズ株式会社

取締役会　御中

 

EY新日本有限責任監査法人

東京事務所

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 飯塚　徹

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 大倉　克俊

監査人の結論

当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている日本ビジ

ネスシステムズ株式会社の２０２５年１０月１日から２０２６年 ９月３０日までの連結会計年度の中間連結会計期

間（２０２５年１０月１日から２０２６年 ３月３１日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対

照表、中間連結損益計算書、中間連結包括利益計算書、中間連結キャッシュ・フロー計算書及び注記について期中レ

ビューを行った。

当監査法人が実施した期中レビューにおいて、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる企業会計の基準に準拠して、日本ビジネスシステムズ株式会社及び連結子会社の２０２６年３月３１日現在の

財政状態並びに同日をもって終了する中間連結会計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示して

いないと信じさせる事項が全ての重要な点において認められなかった。

 

監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に準拠して期中レビューを行っ

た。期中レビューの基準における当監査法人の責任は、「中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任」

に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定（社会的影響度の高い事業体の財務諸表監

査に適用される規定を含む。）に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫

理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

中間連結財務諸表に対する経営者及び監査等委員会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して中間連結財務諸表を作成

し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない中間連結財務諸表を作成し適正

に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

中間連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき中間連結財務諸表を作成することが適

切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関す

る事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
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中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した期中レビューに基づいて、期中レビュー報告書において独立の立場から中間連

結財務諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に従って、期中レビューの過程を通じ

て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の期中レ

ビュー手続を実施する。期中レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して

実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が

認められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、中間連結財務諸表において、我が国において一般に公正

妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかどうか

結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、期中レビュー報告書において中

間連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する中間連結財務諸表の注記事項が適

切でない場合は、中間連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人

の結論は、期中レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企

業として存続できなくなる可能性がある。

・　中間連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

ていないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた中間連結財務諸表の表

示、構成及び内容、並びに中間連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさせる事

項が認められないかどうかを評価する。

・　中間連結財務諸表に対する結論表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監

査人は、中間連結財務諸表の期中レビューに関する指揮、監督及び査閲に関して責任がある。監査人は、単独で監

査人の結論に対して責任を負う。

監査人は、監査等委員会に対して、計画した期中レビューの範囲とその実施時期、期中レビュー上の重要な発見事

項について報告を行う。

監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並び

に監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場

合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を

行う。

 

利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係は

ない。

以　上

 
  
　（注）１．上記の期中レビュー報告書の原本は当社（半期報告書提出会社）が別途保管しております。

　　　　２．XBRLデータは期中レビューの対象には含まれておりません。
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